様式第３号
（用紙Ａ４）
配置予定の現場代理人および監理技術者等の資格、経歴、経験等（例）
　　工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　
	項目
	監　理　技　術　者　等

（主任技術者・監理技術者）
	監　理　技　術　者　等

（主任技術者・監理技術者）
	現　場　代　理　人
	監理技術者補佐

	氏名・会社名
	○○
	 
	 
	 

	 eq \o\ad(最終学歴,　　　　　　　)
	〇〇大学○○学部〇〇学科
〇〇年卒業
	 
	 
	 

	 eq \o\ad(法令による免許,　　　　　　　)
	一級○○施工管理技士
（取得年および登録番号）
監理技術者資格
（取得年および登録番号）
	 
	 
	 

	工
事
名　称　等
	 eq \o\ad(工事名,　　　　　)
	〇〇〇〇工事
	 
	 
	 

	
	 eq \o\ad(発注機関名,　　　　　)
	（〇〇県○○事務所等）
	 
	 
	 

	
	 eq \o\ad(施工場所,　　　　　)
	（都道府県名・市町村名）
	 
	 
	 

	
	 eq \o\ad(契約金額,　　　　　)
	（最終契約金額）
	 
	 
	 

	
	 eq \o\ad(工期,　　　　　)
	年  月 ～　  年  月
	 
	 
	 

	
	 eq \o\ad(従事役職,　　　　　)
	現場代理人・監理(主任)技術者
	 
	 
	 

	工
事
概
要
等
	構造・階数
	 
	 
	 
	 

	
	延面積
	 
	 
	 
	 

	
	スパン
	 
	 
	 
	 

	
	
	 
	 
	 
	 


　


注１　・現場代理人および入札公告の○（○）の条件を確認できる監理技術者等について記入すること。特例監理技術者を配置する場合は監理技術者補佐について記入し、特例監理技術者の配置に関する届出書（添付資料を含む。）、チェックリストを併せて提出すること。
注２　・コリンズの登録内容確認書、合格証明書等、監理技術者等の資格および施工経験が確認できる資料、自社と雇用関係（監理技術者等の場合は３ヶ月以上）が確認できる資料を添付すること。

　　　・経営業務管理責任者、営業所の専任技術者(建設業許可を受けている全ての業種の専任技術者、また、従たる営業所の専任技術者も含む）および建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧を添付すること。　(任意様式。ただし、法人の代表者または個人の事業主の押印ならびに記述内容が事実と相違ない旨を記すこと。)
注３　・当工事における現場代理人および監理技術者等は、同一人が兼ねることができる。
注４　・審査基準日において他の工事の現場代理人、監理技術者等、特例監理技術者または監理技術者補佐と重複しているなど、審査基準日においては当工事と兼務不可能な者をもって申請する場合には、別紙誓約書、ならびに当工事の契約工期の開始日までに重複関係が解消できることを証明する書類を提出すること。（当工事の契約工期の開始日までに、重複する工事が確実に完成することが確認できる書類等）　　　　　監理技術者等、特例監理技術者、監理技術者補佐については、一般競争入札共通事項の用語解説を参照のこと
　

別紙
　　年　　月　　日
入札執行者　様
所　　在　　地　　　　　　　　　　　

商号または名称　　　　　　　　　　　

代表者氏名    　 　　　　　　　　　㊞

誓　約　書
　　　（工事名、工事場所を記入）　　　　の入札参加資格確認申請において、様式第３号により申請した　　　（申請している役職名（現場代理人、監理技術者等、特例監理技術者、監理技術者補佐など）を記入）　　　については、審査基準日において　　　（他の工事の監理技術者等、兼任できないものを記入）　　になっておりますが、当工事の契約工期の開始日にはその任を離れ　　（申請している役職名（現場代理人、監理技術者等、特例監理技術者、監理技術者補佐など）を記入）　　　としての職務に支障がないことを申し上げます。
　なお、当工事の契約工期の開始日において適切に配置できない場合は、当工事の契約の締結を辞退するとともに、そのことを理由とする指名停止等の措置を受けても異議はございません。
審査基準日は、事前審査型の場合は入札参加資格確認申請書の提出時点、事後審査型の場合は入札書の提出時点とする。





現場代理人は、特例監理技術者、経営業務管理責任者、営業所の専任技術者および建設業法施行令第３条に規定する使用人と兼務できないので注意すること。








